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　日本の棚田百選にも認定されており、
先人たちが一つ一つ積み上げて築いた
石垣の田んぼで、地域の人々による絶え
間ない農業の営みによって維持されて
おり、今もなお美しい景観を保っていま
す。

松野町﹁遊
ゆ

鶴
ずり

羽
は

の棚田﹂
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全
国
町
村
長
大
会
は
、
11
月
19
日
、
正

午
か
ら
東
京
・
渋
谷
の
Ｎ
Ｈ
Ｋ
ホ
ー
ル
で

全
国
9
2
8
の
町
村
長
、
都
道
府
県
町
村

会
関
係
者
及
び
来
賓
の
安
倍
晋
三
内
閣
総

理
大
臣
、
高
市
早
苗
総
務
大
臣
、
石
破
茂

地
方
創
生
担
当
大
臣
、
末
松
信
介
自
由
民

主
党
幹
事
長
代
理
、
蓬
清
二
全
国
町
村
議

会
議
長
会
会
長
な
ど
、
約
1
，
3
0
0
名

全
国
町
村
長
大
会
を
開
催

　

11
月
19
日　

Ｎ
Ｈ
Ｋ
ホ
ー
ル
で　

社会保障の充実と
持続可能性の確保について

　安倍総理は、昨日、平成27年10月に予定
されていた消費税率10％への引上げを先
送りする判断を表明された。
　現在、社会保障改革プログラム法等に基
づき、国並びに地方自治体において、少子
化対策、医療制度、介護保険制度等に係る
改革が進められていることに鑑み、今回の
先送りによって改革が滞ることのないよ
う、国において、改革を確実に実施するた
め万全の措置を講じられたい。
　特に、市町村においては、子ども・子育て
支援新制度の本格施行に向け、既に条例制
定や住民説明等の準備が進められており、
また、市町村を保険者とする国保財政は巨
額の赤字を抱えて崩壊に瀕し、さらに、介
護保険は超高齢社会に対応し、持続可能な
制度を構築することが急務となっている。
　国におかれては、消費税率引上げを先送
りするに当たっても、我々市町村が社会保
障の充実確保に適切に対応できるよう、必
要な財源を確実に手当てすることを強く
求める。
　　平成26年11月19日
	 全国市長会会長　森　　民夫　
	 全国町村会会長　藤原　忠彦　

地方創生の推進に関する特別決議
　安倍内閣は、「地方創生」を内政の最重要課題に掲げ、政府一丸となって人口
減少克服と地域の活性化に向けた対策を講じることとしている。この「地方創
生」の取り組みは、少子高齢化や人口流出など極めて厳しい状況にある町村にと
って、新たな展望を拓くものとして共感・期待できる政策展開である。
　中でも、人口減少や超高齢化という我が国が直面する課題の克服に向けては、国
と地方が緊密に連携し、あらゆる政策を総動員して、効果的な施策を強力に実行して
いく必要がある。このため、国においては、人口減少、少子高齢化に対する国全体の
グランドデザインを描き、構造的な問題に抜本的な対策を講じるとともに、町村が覚
悟の上で実施する施策について、財政的・制度的な支援を行うことが不可欠である。
　もとより、我々町村長は、自らが知恵を絞り、人口動態を含む地域の分析を行
い、取り組むべき施策とその具体的な実行策を企画・立案し、議会、住民と一体
となってこれを実施していく決意である。
　よって、「地方創生」の推進に関し、次の事項について適切かつ積極的な措置
を講じられるよう強く求めるものである。
　一．我々町村は、農山漁村の地域資源を掘り起こし、有効に活用することによ
り雇用の場を増やし、子育て、学校教育、地域活動等で幅広く世代間の連携
を強化し、外からのひと・技術等を積極的に活用して、都市との共生と交流
をすすめるまちづくりに全力で取り組む。国は、町村が実施するこれらの施
策を財政的にも制度的にも支援すること。

　一．特に、町村が自ら設定した具体的な政策目標を達成できるよう、幅広く活用で
きる包括的な交付金を創設するとともに、地方財政計画において地方施策を拡充
する歳出を新たに「地方創生枠」として計上し、地方交付税を充実すること。

　一．町村が「人口ビジョン」や「総合戦略」を策定するに当たっては、全国規
模での様々な具体的・客観的データが必要であり、所要の情報をわかりやす
い形で提供すること。また、これらの施策効果の検証に当たっては、全国一
律の基準ではなく、町村には条件不利地域が多いことも十分考慮した適切な
指標を工夫すること。

　以上決議する。
　　平成26	年11	月19	日
	 　　全国町村長大会　

が
出
席
し
て
開
催
さ
れ
ま
し
た
。
本
県
か

ら
は
全
町
長
と
事
務
局
職
員
が
出
席
。

　

安
倍
総
理
が
平
成
27
年
10
月
に
予
定
さ

れ
て
い
た
消
費
税
率
10
％
へ
の
引
上
げ
に

つ
い
て
、
こ
れ
を
平
成
29
年
4
月
に
先
送

り
す
る
判
断
を
表
明
さ
れ
た
こ
と
を
受
け
、

全
国
町
村
会
の
藤
原
会
長
と
全
国
市
長
会

の
森
会
長
は
、
共
同
コ
メ
ン
ト
を
発
表
し

ま
し
た
。

　

コ
メ
ン
ト
の
内
容
は
以
下
の
と
お
り
で

す
。

特別決議を提案する白石副会長
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全
国
過
疎
地
域
自
立
促
進
連
盟
第
45
回

定
期
総
会
が
、
11
月
14
日
に
東
京
・
メ
ル

パ
ル
ク
ホ
ー
ル
で
開
催
さ
れ
、
全
国
か
ら

関
係
者
約
7
0
0
名
が
出
席
。本
県
か
ら

は
関
係
市
町
長
、
議
長
ら
が
出
席
し
た
。

　

総
会
は
堤
専
務
理
事
の
司
会
で
進
め
ら

れ
、は
じ
め
に
溝
口
会
長
（
島
根
県
知
事
）

が
挨
拶
を
述
べ
た
後
に
、
来
賓
の
総
務
大

臣
（
二
之
湯
智
総
務
副
大
臣
代
理
出
席
）

か
ら
の
祝
辞
に
続
い
て
国
会
議
員
や
関
係

平
成
27
年
度
過
疎
関
係
予
算
・
施
策
を
要
望

　

11
／
14　
全
国
過
疎
連
盟
定
期
総
会　

過疎対策の積極的推進のための要望
　過疎地域は、我が国の国土の過半を占め、豊かな自然や歴史・文
化を有するふるさとの地域であり、都市に対する食料・水・エネル
ギーの供給、国土・自然環境の保全、いやしの場の提供、災害の防
止、森林による地球温暖化の防止などに多大な貢献をしている。
　過疎地域が果たしているこのような多面的・公益的機能は国民共
有の財産であり、それは過疎地域に住む住民によって支えられてき
たものである。
　急速な人口減少と少子・高齢化という我が国が直面している大き
な問題に対し、政府は本格的な取り組みを行うところである。過疎
地域では、多くの集落が消滅の危機に瀕するなど、極めて深刻な状
況に直面している。人口減少に歯止めをかけるには、大都市から地
方へ、人・企業などを分散することが重要であり、そのためにも過
疎地域が安心・安全に暮らせる地域として健全に維持されていくこ
とが必要である。加えて、多面的・公益的機能の維持と、ひいては
都市をも含めた国民全体の生活の向上につながることを認識し、引
き続き過疎地域に対して総合的かつ積極的な支援を充実・強化し、
住民の暮らしを支えていく施策を確立・推進することが重要である。
　よって、次の事項について特段の配慮を強く要望する。
₁　地方の創生と人口減少の克服
　　過疎地域において特に深刻な人口減少と高齢化に対処するた
め、子育て支援、産業振興、雇用拡大等の施策を積極的に推進す
る。
₂　過疎市町村の財政基盤の確立
　　地方交付税を充実し過疎市町村の財政基盤を強化するととも
に、過疎対策事業債の必要額を確保する。
₃　住民が安心・安全に暮らせる生活基盤の確立
　　医療の確保、交通の確保、雇用の確保、教育環境の整備等を、
広域的な事業による対応も含めて積極的に推進し、住民が安心・
安全に暮らせるための生活基盤を確立する。
₄　高度情報通信等社会の恩恵を享受できるインフラの整備
　　過疎地域においても高度情報通信等社会の恩恵を享受できる
よう、高度情報通信基盤、高規格幹線道路等の道路網の整備を図
り、地域社会の活性化を促進する。
₅　地域資源を活用した産業の振興と雇用の創出
　　森林の管理、農地の利用、地域資源を活用した観光及び地場産
業の振興等過疎地域の環境と特性を活かした産業振興を支援し、
新たな雇用を創出する。
₆　集落対策の促進と地域の活性化
　　集落対策、都市との交流、多様な主体の協働による地域社会の
活性化と人材の育成・活用等による総合的な集落対策を積極的に
推進する。

平成27年度過疎対策関係政府予算・施策に関する決議
₁　地方の創生と人口減少を図ること
₂　新しい交付金制度を創設すること
₃　地方交付税による財源保障機能の充実強化を図ること
₄　過疎対策事業債の必要額を確保すること
₅　住民が安心・安全に暮らせる生活基盤を確立すること
₆　高度情報通信・高速道路社会の恩恵を享受できるイ
ンフラの整備を図ること

₇　地域資源を活用した産業振興を支援し、新たな雇用
を創出すること

₈　集落対策と地域社会の活性化に対する支援を強化す
ること

　以上、総意をもって決議する
　　平成26年11月14日
	 　全国過疎地域自立促進連盟　

省
庁
の
関
係
者
を
紹
介
。
祝
電
披
露
の

の
ち
に
議
事
が
進
め
ら
れ
、
第
1
号
議
案

の
「
役
員
の
承
認
及
び
選
任
」
が
行
わ
れ

た
。

　

次
に
、
第
2
号
議
案
の
「
平
成
27
年
度

過
疎
対
策
関
係
政
府
予
算
・
施
策
に
関
す

る
決
議
・
要
望
」
に
つ
い
て
、
別
掲
の
と

お
り
決
定
。

　

最
後
に
実
行
運
動
方
法
を
決
定
し
て
、

盛
会
裏
に
終
了
し
た
。

　

新
副
会
長
紹
介

　

10
月
28
日
に
副
会
長
が
欠
員
と

な
っ
た
こ
と
か
ら
、
県
町
村
議
会
議

長
会
は
11
月
12
日
開
催
の
臨
時
会
で

補
欠
選
挙
を
行
い
、
新
副
会
長
に
三

好
松
前
町
議
会
議
長
を
選
出
し
た
。

　

副
会
長
　
三み

　
好よ

し

　
勝か

つ

　
利と

し

　

 

　

松
前
町
議
会
議
長
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第
58
回
町
村
議
会
議
長
全
国
大
会
を
開
催

　

全
国
町
村
議
会
議
長
会
は
、
11
月
12
日

東
京
・
Ｎ
Ｈ
Ｋ
ホ
ー
ル
に
お
い
て
、
全
国

の
町
村
議
会
議
長
な
ど
関
係
者
約
1
，

7
0
0
人
が
出
席
の
も
と
、「
町
村
の
さ
ら

な
る
振
興
発
展
を
め
ざ
し
て
」
を
メ
イ
ン

テ
ー
マ
に
「
第
58
回
町
村
議
会
議
長
全
国

大
会
」
を
開
催
し
た
。

　

大
会
は
、
廣
瀬
総
務
部
長
の
司
会
に
よ

り
進
め
ら
れ
、
開
会
の
こ
と
ば
、
国
歌
斉

唱
に
続
い
て
、
海
外
出
張
で
出
席
が
叶
わ

な
か
っ
た
安
倍
内
閣
総
理
大
臣
か
ら
寄
せ

ら
れ
た
メ
ッ
セ
ー
ジ
を
披
露
。

　

安
倍
総
理
か
ら
「
小
さ
な
町
や
村
こ
そ

が
我
が
国
の
美
し
さ
の
原
点
で
あ
る
と
考

え
ま
す
。
各
町
村
・
地
域
が
元
気
に
な
っ

て
、
初
め
て
我
が
国
の
未
来
は
開
か
れ
て

い
く
、
こ
れ
が
私
の
確
信
で
あ
り
ま
す
。」

と
の
心
強
い
エ
ー
ル
が
送
ら
れ
た
。

　

続
い
て
衆
議
院
議
長
の
代
理
で
赤
松
副

議
長
、
山
崎
参
議
院
議
長
、
高
市
総
務
大

臣
、
石
破
地
方
創
生
担
当
大
臣
、
谷
垣
自

由
民
主
党
幹
事
長
、
藤
原
全
国
町
村
会
長

か
ら
祝
辞
が
あ
っ
た
。

　

次
に
、蓬
会
長
（
香
川
県
直
島
町
議
長
）

が
あ
い
さ
つ
に
立
ち
、
①
「
東
北
の
復
興

な
く
し
て
日
本
の
再
生
な
し
」
と
い
う
安

倍
総
理
の
信
念
に
従
い
、
被
災
地
の
復
興

を
加
速
さ
せ
る
こ
と
、
②
町
村
が
安
定
的

な
行
財
政
運
営
を
行
う
た
め
の
財
源
を
確

保
す
る
こ
と
、
③
「
地
方
創
生
」
の
具
体

策
を
講
じ
る
に
あ
た
っ
て
は
、
地
方
の
意

見
に
十
分
に
耳
を
傾
け
る
こ
と
、
④
残
さ

れ
た
分
権
改
革
を
着
実
に
進
め
、
道
州
制

は
絶
対
に
導
入
し
な
い
こ
と
な
ど
、
町
村

に
関
わ
る
喫
緊
の
課
題
に
つ
い
て
対
策
を

施
す
よ
う
国
に
要
請
し
た
う
え
で
、
我
々

町
村
議
会
も
議
会
改
革
に
努
め
住
民
の
信

託
に
応
え
ら
れ
る
議
会
を
構
築
し
て
い

く
。」
と
決
意
を
表
明
し
た
。

　

次
に
、
大
会
の
意
義
を
鮮
明
に
す
る
た

め
、
別
掲
の
宣
言
を
採
択
。

　

次
に
、
議
長
団
を
選
出
し
て
議
事
に
入

り
、
ま
ず
要
望
事
項
24
件
、
四
国
地
区
ほ

か
8
地
区
の
要
望
9
件
、
さ
ら
に
、
町
村

議
会
議
長
の
総
意
を
結
集
し
当
面
す
る
重

要
問
題
の
解
決
を
図
る
た
め
の
決
議
案
や

「
地
方
創
生
と
人
口
減
少
克
服
に
関
す
る

特
別
決
議
案
」
な
ど
5
件
の
特
別
決
議
案

を
満
場
一
致
で
採
択
。

　

続
い
て
、
実
行
運
動
方
法
を
協
議
・
決

地方創生と人口減少克服に関する特別決議
　これまで、我々町村は、国民の生活を支えるため、食料供給、水
源涵養、国土保全等国民生活に極めて大きな役割を果たすととも
に、大都市へ、特に東京へ優秀な人材を送り続けるなど、貴重な
人材供給源として、国の発展に大きく貢献してきた。
　しかしながら、我が国は、現在、急速な少子・高齢化、本格的
な人口減少社会が到来し、特に多くの町村においては、町村の基
幹産業である農林漁業の低迷や若年人口の減少により地域経済の
活力が奪われるなど、厳しい状況にあり、これ以上の町村の衰退
は、いずれ大都市の衰退を招き、ひいては、日本国全体の活力が
失われ、崩壊につながるものである。
　こうした状況の中、政府は、地方が成長する活力を取り戻し、人
口減少を克服することを目指して、「まち・ひと・しごと創生本部」
を設置し、現在、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の策定に向
けた取り組みを精力的に進めているところである。
　地方の創生と人口減少の克服は、国と地方が連携・協力して総力
を挙げて取り組むべき国家的課題であり、我々町村としても、真
正面からこの課題に取り組む覚悟である。
　しかしながら、実効性のある個性あふれる地方創生を推進する
ためには、これまでのような各府省の縦割りではなく、地方の責
任の下、自主性・主体性が発揮できる仕組みの構築と十分な支援
措置が必要である。
　よって、下記事項の実現を図るよう、強く要請する。

記
₁　地方創生と人口減少の克服に関する国の長期ビジョンや総合
戦略の策定にあたっては、地方の意見を十分踏まえ、町村にそ
の効果が及ぶよう抜本的な対策を講じること。
　　また、地方が創意工夫により施策を推進する上で支障となる
法令や制度等についても見直しを図ること。
₂　地方の創意工夫を最大限に活かす観点から、地域の実情に応
じ、幅広く資金を活用できる包括的な交付金を創設すること。
₃　地方創生と人口減少の克服のための歳出を地方財政計画に計
上し、地方交付税を充実すること。
　以上、特別決議する。
　　平成26年11月12日
	 第58回町村議会議長全国大会　

宣　　　　言
　我々町村は、国民の生命を支えるため、食料供給、水源
涵養、国土保全に努め、伝統・文化を守り、自然を活かし
た地場産業を創出し、個性あるまちづくりを進めてきた。
　しかしながら、都市部では景気回復の兆しが見られる
ものの、町村は、少子・高齢化や過疎化の中で、依然と
して厳しい経済・雇用情勢に悩まされ、地域の活力は減
退している。
　加えて、東日本大震災と福島第一原子力発電所事故によ
る影響は、被災地のみならず我が国社会全体に及んでおり、
本格的な復興に向けてまだまだ多くの課題が山積している。
　特に、福島県の楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町、浪
江町、葛尾村、飯舘村においては、大震災から３年８か
月が経過したが、行政の拠点となるべき役場を故郷の地
に設けることができず、未だ仮役場にて業務を行わざる
を得ない状況に置かれている。
　今こそ英知と決断、そして迅速な対応により本格的な
復興への取組みを加速化させるとともに、地方の創生と
人口減少の克服を図り、町村の自治能力を高め、都市と
農山漁村が「共生」しうる社会を強力に進めていくこと
が重要である。
　国は、地方分権改革を推進するため、本年、「第４次一
括法」を制定するとともに、新たに「提案募集方式」を導
入したが、依然として残された課題は多く、これまで以
上にきめ細かく町村の声に耳を傾け、真の分権型社会が
実現されることを強く期待するものである。しかし、地
方分権とは似て非なる道州制の導入に対しては、断固と
して阻止しなければならない。
　我々議会人は、本日、「第58回町村議会議長全国大会」
を開催し、町村のさらなる振興発展をめざし、一致結束
して、果敢に行動していくことをここに誓う。
　以上、宣言する。
　　平成26年11月12日　
	 第58回町村議会議長全国大会　

定
し
た
後
に
、「
ガ
ン
バ
ロ
ー
コ
ー
ル
」
を

行
い
、
盛
会
裏
に
終
了
し
た
。

　

大
会
終
了
後
、「
日
本
の
将
来
︱
農
山
村

と
都
市
の
共
生
」
と
題
し
、
東
京
大
学
名

誉
教
授
の
大
森
彌
先
生
に
よ
る
特
別
講
演

が
行
わ
れ
た
。
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第
55
回
四
国
地
区
町
村
議
会
議
長
会
研
修
会
を
開
催

四
国
地
区
町
村
議
会
議
長
会
　

　南国生活技術研究所所長　黒笹　慈幾 先生　

毎日新聞論説委員　与良　正男 先生

　

自
民
党
幹
部
と
の

　
　

 

懇
談
会
を
開
催

　
　
11
月
11
日 

自
民
党
本
部
で

　

全
国
町
村
議
会
議
長
会
代
表
者
と
自
民

党
幹
部
と
の
懇
談
会
が
、
議
長
全
国
大
会

に
先
立
つ
11
月
11
日
同
党
本
部
に
お
い
て

開
催
さ
れ
、
都
道
府
県
町
村
議
会
議
長
会

の
会
長
・
局
長
ら
1
0
0
人
が
出
席
し
た
。

　

こ
の
懇
談
会
は
、「
町
村
議
会
議
長
全
国

大
会
」
の
開
催
に
合
わ
せ
て
、
大
会
で
決

定
す
る
決
議
・
要
望
等
の
実
現
方
に
つ
い

て
要
請
す
る
た
め
、
毎
年
行
わ
れ
て
い
る

も
の
。

　

懇
談
会
は
、
司
会
を
務
め
る
、
ふ
く
だ

法
務
・
自
治
関
係
団
体
委
員
長
の
あ
い
さ

つ
に
続
い
て
、
蓬
全
国
町
村
議
会
議
長
会

長
が
あ
い
さ
つ
を
行
っ
た
。

　

次
い
で
、
谷
垣
幹
事
長
、
二
階
総
務
会

長
、
稲
田
政
務
調
査
会
長
、
横
手
参
議
院

幹
事
長
、
横
田
総
務
会
長
か
ら
そ
れ
ぞ
れ

あ
い
さ
つ
が
あ
っ
た
。

　

研
修
会
は
、定
刻
午
後
1
時
に
開
会
。は

じ
め
に
四
国
地
区
会
長
で
あ
る
村
田
高
知

県
会
長
が
開
会
の
挨
拶
を
述
べ
た
。

　

次
い
で
、
自
治
功
労
者
の
表
彰
に
入
り
、

町
村
議
会
議
員
と
し
て
19
年
以
上
在
職
し
、

地
方
自
治
の
振
興
に
寄
与
さ
れ
た
方
々
に

対
す
る
四
国
地
区
町
村
議
会
議
長
会
表
彰

が
行
わ
れ
、
本
県
関
係
で
は
別
掲
の
7
名

が
受
賞
さ
れ
た
。

　

恒
例
の
四
国
地
区
町
村
議
会
議
長
会
研
修
会
が
、
今
年
は
高
知
県
当
番
に
よ

り
、
11
月
₇
日
高
知
県
民
文
化
ホ
ー
ル
で
開
催
さ
れ
、
四
国
各
地
か
ら
町
村
議
会

議
員
ら
₅
₂
₉
名
︵
本
県
関
係
は
₁
₂
₅
名
︶
が
出
席
し
盛
大
に
開
催
さ
れ
た
。

　

次
に
講
演
に
入
り
、
毎
日
新
聞
論
説
委

員
の
与
良
正
男
先
生
か
ら
「
日
本
政
治
の

行
方
」、南
国
生
活
技
術
研
究
所
所
長
の
黒

笹
慈
幾
先
生
か
ら
「
シ
ル
バ
ー
Ｉ
タ
ー
ン

か
ら
2
年
半
～
釣
り
バ
カ
浜
ち
ゃ
ん
の
優

雅
な
高
知
ラ
イ
フ
～
」
と
題
す
る
講
演
が

あ
り
、
こ
れ
を
聴
講
。

　

最
後
に
次
期
当
番
県
の
大
西
徳
島
県
会

長
が
閉
会
の
こ
と
ば
を
述
べ
、
午
後
4
時

35
分
に
閉
会
し
た
。

ご
受
賞
お
め
で
と
う
ご
ざ
い
ま
す

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
敬
称
略
）

　

上
島
町　

議
員　

竹
林　

秀
夫

　

上
島
町　

議
員　

前
田　

省
二

　

松
前
町　

議
員　

木
下　
　

淳

　

砥
部
町　

議
員　

中
島　

博
志

　

内
子
町　

議
員　

宮
岡　

德
男

　

伊
方
町　

議
員　

髙
岸　

助
利

　

伊
方
町　

議
員　

阿
部　

吉
馬

　

こ
の
後
、
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興

と
大
規
模
災
害
対
策
、
真
の
分
権
型
社
会

の
実
現
、道
州
制
の
導
入
に
断
固
反
対
、町

村
税
財
源
の
充
実
強
化
、
地
方
創
生
と
人

口
減
少
克
服
、
離
島
振
興
等
町
村
が
抱
え

る
課
題
に
つ
い
て
、
活
発
な
意
見
交
換
が

行
わ
れ
た
。
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水
産
庁
で
は
、
総
合
職
2
年
目
の
職
員

全
員
が
1
个
月
間
漁
村
に
ホ
ー
ム
ス
テ
イ

し
、
漁
業
を
実
際
に
体
験
す
る
研
修
を

行
っ
て
い
ま
す
。
私
は
平
成
26
年
8
月
4

日
か
ら
、
伊
方
町
に
て
シ
ラ
ス
（
チ
リ
メ

ン
）
の
パ
ッ
チ
網
漁
を
行
う
㈲
福
島
産
業
、

及
び
そ
の
加
工
・
販
売
等
を
手
掛
け
る
㈱

朝
日
共
販
に
受
け
入
れ
て
い
た
だ
き
ま
し

た
。
大
学
で
水
産
を
学
ん
だ
と
は
い
え
、

東
京
育
ち
の
私
に
と
っ
て
漁
村
で
の
長
期

の
生
活
は
初
め
て
の
経
験
で
あ
り
、
漁
業

の
み
な
ら
ず
漁
村
の
生
活
が
ど
の
よ
う
な

も
の
か
体
験
で
き
る
非
常
に
貴
重
な
経
験

で
し
た
。

　

パ
ッ
チ
網
漁
と
は
、
50
ｍ
以
上
あ
る
袋

状
の
網
を
2
隻
の
漁
船
で
引
い
て
シ
ラ
ス

を
獲
る
漁
業
で
、
網
の
形
が
股
引
（
パ
ッ

チ
）
に
似
て
い
る
た
め
こ
う
呼
ば
れ
ま
す
。

網
を
引
く
網
船
が
2
隻
、
魚
群
を
探
す
探

索
船
が
1
隻
、
獲
れ
た
魚
を
魚
槽
に
入
れ

て
港
ま
で
運
ぶ
運
搬
船
が
1
隻
で
構
成
さ

れ
ま
す
。

　

漁
は
毎
朝
4
時
半
か
ら
始
ま
り
ま
す
。

ま
ず
魚
群
探
知
機
や
ソ
ナ
ー
で
魚
群
を
探

し
た
後
に
網
を
入
れ
、
低
速
で
1
時
間
ほ

ど
海
中
を
引
き
ま
す
。
低
速
で
引
く
こ
と

で
泳
ぎ
の
速
い
魚
は
逃
げ
、
シ
ラ
ス
だ
け

を
漁
獲
で
き
る
う
え
、
身
の
柔
ら
か
い
シ

ラ
ス
が
網
の
中

で
押
し
合
っ
て

潰
れ
る
の
を
避

け
る
こ
と
が
で

き
ま
す
。
網
を

引
き
終
え
る
と

運
搬
船
が
網
の

後
ろ
端
を
船
に
揚
げ
、
網
に
入
っ
た
シ
ラ

ス
を
氷
の
張
っ
た
魚
槽
に
移
し
て
い
き
ま

す
。
運
搬
船
は
す
ぐ
さ
ま
港
に
戻
り
、
そ

こ
で
水
揚
げ
さ
れ
た
シ
ラ
ス
は
5
0
0
ｍ

ほ
ど
離
れ
た
加
工
場
に
運
ば
れ
ま
す
。
こ

の
間
に
網
船
は
再
度
網
を
引
い
て
お
り
、

魚
の
多
い
日
は
夕
方
ま
で
繰
り
返
し
操
業

し
ま
す
。

	

一
方
、加
工
場
へ
運
ば
れ
た
シ
ラ
ス
は
釜

揚
げ
シ
ラ
ス
に
加
工
さ
れ
ま
す
。
ベ
ル
ト

コ
ン
ベ
ア
に
乗
せ
ら
れ
た
シ
ラ
ス
は
全
自

動
釜
に
よ
っ
て
異
物
の
除
去
、釜
揚
げ
、味

付
け
等
が
行
わ
れ
、
即
座
に
冷
凍
さ
れ
て

出
荷
ま
で
保
管
さ
れ
ま
す
。
特
に
徹
底
し

て
行
わ
れ
る
の
は
異
物
の
除
去
で
す
。
目

が
細
か
い
パ
ッ
チ
網
は
、
他
の
魚
の
稚
魚
、

ゴ
ミ
等
が
シ
ラ
ス
に
沢
山
混
じ
り
ま
す
。

大
き
な
異
物
は
機
械
に
よ
っ
て
選
別
で
き

ま
す
が
、
殆
ど
は
小
さ
い
混
ざ
り
物
で
あ

る
た
め
、
ベ
ル
ト
コ
ン
ベ
ア
で
流
れ
て
く

る
シ
ラ
ス
を
人
の
目
で
見
て
取
り
除
き
ま

す
。
混
ざ
り
物
の
量
は
シ
ラ
ス
の
価
格
に

大
き
く
影
響
し
ま
す
。
研
修
で
出
会
っ
た

多
く
の
漁
師
の
方
が
、
魚
価
の
低
迷
が
課

題
だ
と
お
っ
し
ゃ
る
中
で
、
多
く
の
加
工

作
業
を
機
械
化
で
き
る
シ
ラ
ス
は
比
較
的

付
加
価
値
を
付
け
や
す
い
魚
で
す
。
そ
れ

で
も
設
備
、
立
地
等
の
条
件
が
揃
っ
て
い

る
必
要
が
あ
り
、
沿
岸
の
小
規
模
漁
業
者

が
大
半
を
占
め
る
我
が
国
で
漁
業
者
の
収

入
を
向
上
し
て
い
く
た
め
に
は
、
従
来
の

流
通
経
路
・
販
売
方
法
を
根
本
か
ら
見
直

す
必
要
が
あ
る
と
感
じ
ま
し
た
。

　

ま
た
研
修
で
は
、
漁
業
だ
け
で
無
く
伊

方
町
の
行
事
に
も
参
加
で
き
ま
し
た
。
私

が
訪
れ
た
川
之
浜
で
は
、
お
盆
の
時
期
に

盆
踊
り
を
3
日
間
続
け
、
最
終
日
に
は
藁

随想随想随想

伊
方
町
で
の

　

漁
村
派
遣
研
修
を
終
え
て

　
　
　
　
　
　
　
　

水
産
庁
資
源
管
理
部
国
際
課

 

　

樋
　
渡
　
公
　
愛
　

で
編
ん
だ
小
船
に
そ
の
年
亡
く
な
っ
た
方

の
人
形
を
乗
せ
て
海
に
流
す
お
し
ょ
ろ
舟

が
行
わ
れ
ま
す
。
し
か
し
、
数
キ
ロ
し
か

離
れ
て
い
な
い
隣
の
集
落
で
は
全
く
異
な

る
伝
統
が
あ
り
驚
き
で
し
た
。
こ
う
し
た

行
事
の
運
営
の
た
め
集
落
に
は
強
い
繋
が

り
が
あ
る
一
方
、
担
い
手
と
な
る
人
々
が

減
少
す
れ
ば
た
ち
ま
ち
伝
統
が
消
滅
す
る

危
う
さ
も
感
じ
ま
し
た
。
伊
方
町
の
よ
う

に
周
囲
を
海
で
囲
ま
れ
た
地
域
は
、
必
然

的
に
漁
業
が
主
要
な
産
業
と
な
り
ま
す
が
、

日
本
各
地
で
こ
の
よ
う
に
残
る
伝
統
、
知

識
を
後
世
に
残
す
た
め
に
漁
業
が
果
た
す

役
割
を
改
め
て
認
識
し
ま
し
た
。

　

こ
こ
に
は
書
き
切
れ
ま
せ
ん
が
、
今
回

学
ん
だ
こ
と
を
国
と
し
て
ど
う
具
体
的
な

施
策
に
落
と
し
込
ん
で
い
く
か
、
今
後
更

に
勉
強
が
必
要
と
感
じ
て
い
ま
す
。
本
研

修
で
学
ん
だ
事
柄
を
糧
と
し
、
我
が
国
の

水
産
業
発
展
の
た
め
、
微
力
な
が
ら
努
力

し
て
い
く
こ
と
で
お
世
話
に
な
っ
た
方
々

へ
の
恩
返
し
と
し
た
い
と
思
い
ま
す
。

お世話になった漁師の方々と
研修先　シラス加工場

伊方町川之浜
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列
島
よ
行
方
は
？

　

今
、
野
山
の
木
々
が
色
づ
き
紅
葉
の
見

ご
ろ
で
あ
る
。
市
街
地
で
は
歩
道
が
銀
杏

の
落
ち
葉
に
敷
き
つ
め
ら
れ
黄
金
の
絨
毯
。

枯
れ
ゆ
く
風
情
に
浸
る
日
本
列
島
…
。

　

さ
て
、
9
月
に
一
足
早
い
紅
葉
で
そ
の

美
景
を
見
せ
て
い
た
御
嶽
山
が
突
然
火
山

噴
火
、
多
数
の
尊
い
命
を
奪
っ
た
。
列
島

に
何
か
異
変
が
起
こ
り
つ
つ
あ
る
の
か
、

神
の
お
怒
り
で
あ
ろ
う
か
。
11
月
22
日
に

は
長
野
県
北
部
で
内
陸
型
直
下
地
震
が
起

こ
っ
た
が
、幸
い
死
者
は
出
な
か
っ
た
。新

潟
～
神
戸
間
の「
地
震
ひ
ず
み
集
中
帯
」い

わ
ゆ
る
昭
和
39
年
新
潟
地
震
、
平
成
7
年

阪
神
・
淡
路
地
震
、
平
成
16
年
中
越
地
震
、

平
成
19
年
の
中
越
沖
地
震
に
連
な
る
も
の

ら
し
い
。
列
島
誕
生
に
歴
史
を
持
つ
糸
魚

川
～
静
岡
構
造
線
は
、
地
震
多
発
地
帯
と

の
こ
と
。
富
士
山
、
箱
根
ラ
イ
ン
の
断
層

は
大
丈
夫
な
の
か
、
た
だ
断
層
は
、
列
島

北
の
果
て
か
ら
南
の
果
て
ま
で
隈
な
く
走

り
存
在
す
る
。
未
だ
判
明
し
て
い
な
い
も

の
も
あ
る
。
網
の
目
の
よ
う
な
活
断
層
帯

が
ど
の
よ
う
に
動
き
、
関
連
動
す
る
の
か
、

『
神
の
み
ぞ
知
る
』
で
あ
る
。事
前
の
危
惧

に
限
り
が
な
い
。

　

3
・
11
の
東
北
・
関
東
大
震
災
で
、大
地

震
・
大
津
波
を
思
い
知
ら
さ
れ
た
が
、
都

の
直
下
地
震
、
発
生
確
率
が
特
に
高
い
予

測
に
あ
る
南
海
ト
ラ
フ
巨
大
地
震
、
瀬
戸

内
海
の
安
芸
灘
～
豊
後
水
道
海
域
を
は
じ

め
、
マ
ッ
プ
に
な
い
空
白
地
域
な
ど
を
含

め
、
日
本
列
島
は
今
、
何
処
で
地
震
が
起

こ
っ
て
も
不
思
議
で
は
な
い
。

　

加
え
て
地
震
と
の
繋
が
り
を
否
定
す
る

間
も
な
く
、
今
月
の
阿
蘇
山
中
岳
の
噴
火

は
22
年
ぶ
り
の
マ
グ
マ
噴
火
で
あ
る
。
桜

島
と
と
も
に
九
州
の
活
火
山
と
し
て
、
気

を
吐
い
た
。

　

列
島
各
地
に
は
温
泉
が
あ
り
、
の
ん
び

り
気
分
を
良
く
し
て
い
る
一
方
、
源
泉
の

側
で
は
活
火
山
が
無
言
で
鎮
座
し
て
い
る
。

何
時
本
気
に
な
る
の
か
全
く
不
明
の
時
間

が
現
実
で
あ
る
。

　

東
京
都
小
笠
原
諸
島
の
西
之
島
の
よ
う

に
領
土
拡
大
に
貢
献
す
る
分
な
ら
ば
高
み

の
見
物
と
も
言
え
よ
う
が
、
列
島
が
揺
れ

動
き
火
を
噴
き
、
挙
句
に
沈
没
し
か
ね
な

い
で
は
洒
落
に
な
ら
な
い
。
地
震
・
火
山

を
内
蔵
し
た
未
来
の
列
島
の
行
方
は
…
。

　
『
ど
う
し
た
列
島
よ
！
』。
た
ま
た
ま
平

成
の
現
代
が
、
地
震
活
動
期
に
入
り
、
各

休
火
山
も
目
を
覚
ま
す
時
代
に
当
た
っ
た

の
か
。『
朝
が
来
な
い
夜
は
な
い
。』
と
は

異
な
る
…
。
可
能
な
限
り
自
己
防
衛
の
備

え
に
努
め
、
粛
々
と
日
々
を
過
ご
す
自
然

体
こ
そ
が
賢
明
な
と
こ
ろ
か
…
。

　

方
や
、
近
年
の
異
常
気
象
は
、
世
界
的

な
兆
候
で
あ
る
が
、
こ
れ
は
全
人
類
の
賢

さ
に
よ
る
対
処
方
法
に
よ
り
軌
道
修
正
が

可
能
。
た
だ
自
然
と
の
共
存
の
自
覚
無
く
、

自
国
の
利
益
し
か
考
え
な
い
某
国
が
在
る

と
す
れ
ば
、「
因
果
応
報
と
1
国
の
み
生
き

残
り
は
不
可
能
」
に
つ
い
て
、
急
ぎ
“
悟

り
”
を
願
う
し
か
な
い
…
。

�

　
（
Ｔ
）

 

「
自
然
は
、
そ
の
運
動
に
お
い
て
休
止
を

し
ら
な
い
。
そ
し
て
あ
ら
ゆ
る
無
為
を
罰

す
る
」

　
　
　
　
　
（
ゲ
ー
テ　

ド
イ
ツ
の
詩
人
）

一

筆

11
月
の
会
と
催
し

▽
3
日
＝
平
成
26
年
度
愛
媛
県
功
労
賞
授

賞
式
、
平
成
26
年
度
愛
媛
県
教
育
文
化

賞
受
賞
式
、
同
祝
賀
会

▽
4
日
＝
自
治
労
県
本
部
か
ら
の
要
望
、

（
一
般
）全
国
自
治
協
会
特
別
会
計
に
係

る
税
務
説
明
会
、
愛
媛
地
方
税
滞
納
整

理
機
構
採
用
面
接
試
験

▽
5
日
＝
全
国
過
疎
地
域
自
立
促
進
連
盟

第
1
3
0
回
幹
事
会
、
全
国
浄
化
槽
推

進
市
町
村
協
議
会
平
成
26
年
度
第
2
回

企
画
調
整
委
員
会

▽
6
日
＝
公
平
事
務
説
明
会
、
愛
媛
滞
納

整
理
機
構
の
支
援
に
関
す
る
愛
媛
県
へ

の
要
望
、
全
国
建
設
研
修
セ
ン
タ
ー
来

局（
愛
媛
県
市
町
振
興
協
会
）

▽
7
日
＝
第
55
回
四
国
地
区
町
村
議
会
議

長
会
研
修
会
並
び
に
平
成
26
年
度
第
2

回
町
議
会
議
員
研
修
会

▽
10
日
＝
愛
媛
県
町
村
会
海
外（
台
湾
）視

察
研
修（
12
日
ま
で
）、
地
方
議
会
活
性

化
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
2
0
1
4
及
び
交
流

会
▽
11
日
＝
全
国
町
村
議
会
議
長
会
自
由
民

主
党
幹
部
と
の
懇
談
会

▽
12
日
＝
第
58
回
町
村
議
会
議
長
全
国
大

会
、
愛
媛
県
町
村
議
会
議
長
会
平
成
26

年
度
第
1
回
臨
時
会

▽
13
日
＝
愛
媛
県
町
村
議
会
議
長
研
修
、

　

愛
媛
地
方
税
滞
納
整
理
機
構
任
期
付
職

員
採
用
試
験
判
定
会
議

▽
14
日
＝
愛
媛
県
内
農
業
共
済
団
体
合
併

予
備
契
約
調
印
式
、
全
国
過
疎
地
域
自

立
促
進
連
盟
第
1
2
4
回
理
事
会
、
同

第
45
回
定
期
総
会
、
平
成
26
年
度
公
益

法
人
会
計
実
務
研
修
会

▽
16
日
＝
愛
媛
県
市
町
総
合
事
務
組
合
職

員
採
用
試
験
2
次
選
考
試
験
、
愛
媛
県

町
村
会
正
副
会
長
会
議

▽
17
日
＝
ダ
ム
・
発
電
関
係
市
町
村
全
国

協
議
会
理
事
会

▽
18
日
＝
全
国
町
村
会
正
副
会
長
会
、
同

理
事
会
・
都
道
府
県
会
長
会
、
全
国
町

村
長
大
会
運
営
委
員
会
、「
町
村
の
振
興

を
考
え
る
会
」
意
見
交
換
懇
談
会
、
平

成
26
年
度
分
年
末
調
整
説
明
会

▽
19
日
＝
全
国
簡
易
水
道
協
議
会
平
成
26

年
度
第
3
回
理
事
会
、
全
国
町
村
長
大

会
、
本
県
選
出
国
会
議
員
と
の
意
見
交

換
会
、
標
準
報
酬
制
に
係
る
説
明
会

▽
20
日
＝
第
95
回
中
教
審
総
会
、
全
国
市

町
村
水
産
業
振
興
対
策
協
議
会
常
任
理

事
会
・
水
産
業
振
興
・
漁
村
活
性
化
推
進

大
会
、
同
定
期
総
会
、
第
59
回
簡
易
水

道
整
備
促
進
全
国
大
会
、
全
国
山
村
振

興
連
盟
山
村
振
興
法
改
正
・
延
長
実
現

総
決
起
大
会
、
全
国
浄
化
槽
推
進
市
町

村
協
議
会
理
事
会
及
び
通
常
総
会
、
国

保
制
度
改
善
強
化
全
国
大
会

▽
25
日
＝
愛
媛
県
農
業
会
議
11
月
定
例
常

任
会
議
員
会
議

▽
26
日
＝（
公
財
）全
国
市
町
村
研
修
財
団

平
成
26
年
度
巡
回
ア
カ
デ
ミ
ー（
愛
媛

県
市
町
振
興
協
会
）、 

㈱
平
野
損
害
調

査
事
務
所
査
定
専
門
員
研
修
会（
27
日

ま
で
）

▽
27
日
＝
中
国
・
四
国
地
区
非
常
勤
職
員

公
務
災
害
補
償
等
組
合
事
務
連
絡
会
議
、

中
国
・
四
国
地
区
消
防
補
償
等
組
合
事

務
連
絡
会
議

▽
28
日
＝
秋
季
副
町
長
会

▽
30
日
＝
愛
媛
県
町
村
議
会
議
長
会
平
成

26
年
度
第
3
回
定
例
会（
12
月
1
日
ま

で
）
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大切なマイカーには…

のご加入がオススメです！
自動車共済 車両共済（保険）

相手方への対人・対物賠償、 ご自身のお車の損害を補償
ご自身のケガに対する補償

上乗せ （保険）全国町村等職員の自動車共済 車両共済

セット
で
加入

セット
で
加入

対物賠償 対人賠償 限定搭乗者

【ご注意】
「車両共済（保険）」は、「自動車共済」に上乗せして、別に加入する制度です。
「車両共済（保険）」だけに加入することはできません。

【ご注意】お支払の対象となる費用は、当社の同意を得て支出された費用にかぎります。

このパンフレットは概要を説明したものです。詳しい内容については、取扱代理店または損保ジャパン日本興亜までお問い合せください。

お手元に車検証がある場合には、見積依頼書と併せてＦＡＸください。また、送信の際はＦＡＸ番号をよくご確認ください。

オプション１ 地震・噴火・津波車両全損時一時金特約（有償）

オプション２ 弁護士費用特約（有償）

オプション３ 事故・故障時代車費用特約（有償）

特約保険料
〈年間（集団扱年一括払の場合）〉一律 となります。4,750円
車両共済（保険）額が50万円を下回る場合は、それに応じて保険料が安くなります。
※1 別途約款に定めた一定の状態をいいます。
※2 車両共済（保険）金額が50万円を下回る場合はその金額とします。

※1　ロードアシスタンス特約のお支払の対象となる場合にかぎります。　　※2　車両保険のお支払の対象となる場合にかぎります。
【ご注意】お支払の対象となる期間は、「レンタカーのご利用開始日からその日を含めて30日」かつ「事故発生日などの翌日から起算して1年以内」を限度とします。

車両共済（保険）にご加入いただいても地震・噴火・津波による損害は補償されません。
地震・噴火・津波車両全損時一時金特約に加入することで車両が「全損」になった場合※1に一時金をお支払いします。

地震・噴火・津波による損害で契約自動
車が「全損」になった場合に、地震・噴火・
津波車両全損時一時金として50万円※2

を支払う特約です。ご契約タイプが一般
条件の場合のみ、当契約を付帯できます。

自動車事故などにより被保険者がケガなどをされたり、
自らの財物（自動車、家屋など）を壊されたりすることに
よって、相手の方に法律上の損害賠償請求をするために
支出された弁護士費用や弁護士などへの法律相談費用
などを保険金としてお支払する特約です。

ご契約の自動車が事故、故意またはトラブルにより走行不能となり、かつレッカーけん引された場合※1、または事故
によりご契約の自動車に損害が生じた場合※2に、修理などでご契約の自動車を使用できない期間など所定の支払
対象期間のレンタカー費用をお支払する特約です。

弁護士費用
保険金

法律相談費用
保険金

1事故
1被保険者につき

1事故
1被保険者につき

万円程度300
万円程度10

全国町村職員生活協同組合

株式会社　千里

〒100-0014　東京都千代田区永田町1-11-35　全国町村会館内
ＴＥＬ　03-3581-0479　URL : http://www.zcss.jp/

〒100-0014　東京都千代田区永田町1-11-32　全国町村会館西館内
0120-731-087 03-3519-7325 http://www.chisato-ag.co.jp

【車両共済（保険）の取扱代理店】

（ちさと）
FAX

SJNK14-05484  2014.7.24 （14071222）  501403  -0100


